








Participant Group Characteristics Identified through Attribute Analysis: Exploring  





Japan is a country that had a low participation percentage in a computer-based assessment con-
ducted by PIAAC. This article identifies Japanese participants’ characteristics by analyzing each re-
spondent group in terms of the following four attributes: gender, age, course of study followed, and 
motivation for using ICT.  
 
The results can be summarized as follows: 
 
In general, participants who were positive towards the use of ICT showed higher adult competen-
cies in the PIAAC. As for computer experience, almost all the participants who were in their early 
30s or under had experience using computers. Since this result is consistent with international trends, 
it can be suggested that Japanese school education has been successful in this domain. Nevertheless, 
there are also problems that need to be pointed out, such as insufficient positive attitudes towards 
ICT among women and a digital divide among elderly people in their 60s or over. In addition, the 
data show that Japanese participants use ICT in their work with a high level of frequency, which re-
sembles the data obtained among Korean participants. But it is interesting to note that this result is in 
stark contrast to findings in European and American countries.   
 







を受けることを承諾すること、及び、③ICTコア（CBA Core Stage 1: コンピュータの基礎的な操作
技能を調べる予備調査）に合格すること、の 3つの条件を満足した者のみである。他方条件をひとつ










































































コンピュータ未経験 CBA拒否 ICTコア不合格 その他 
% 
属性分析による回答者グループの特徴 











・31歳以上のグループは 31歳未満のグループよりも CBAを拒否する割合が高い。 
・31歳以上のグループは 31歳未満のグループよりも ICTコアに不合格となる割合が高い。 
② 平成 10年改訂の学習指導要領6)に従った学校教育を修めた者は、一定レベル以上のコンピ
ュータリテラシーを持つと考えられるため7) 
・22歳以上のグループは 22歳未満のグループよりも CBAを拒否する割合が高い。 






・仕事で ICTを使うよりも仕事外で ICTを使う頻度が高い者ほど CBAを拒否する割合が低い。 













49.97%、女性 50.03%であった13)。日本は男性 51.65%、女性 48.35%とやや男性の割合が勝っている
がほぼ等しいと考えられる。 














































































































































図 4 CBAと PBAの選択比率 
 


































































































































図 6 ICTコアの合格／不合格者の割合 
 
 




































































































































図 8 コンピュータ未使用経験者の年代別割合 
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一律である。特に 16歳から 24歳までの就学者の割合が高い年代に拒否者が 10%以上いる国は、調
査国では日本以外にはポーランドのみである。日本は 16-19歳が 12.8%、ポーランド 10.1%、20-24
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31歳未満と 31歳以上、③22歳未満と 22歳以上 31歳未満と 31歳以上の 3通りのグループ分けて分
析を行う24)。各グループの人数は、表 1の通りであった。 
 
表 1 年齢区分別調査参加者数  
①  ②  ③  
学習指導要領世代 
年齢区分 人数 年齢区分 人数 年齢区分 人数 
16歳～21歳 541 
16歳～30歳 1291 
16歳～21歳 541 平成 10年改訂世代 
22歳～65歳 4737 
22歳～30歳 750 平成元年改訂世代 
31歳～65歳 3987 31歳～65歳 3987 旧世代 
合計 5278 合計 5278 合計 5278  
       
 平成元年改訂の学習指導要領に準拠した学校教育を受けた者は、それ以前の学校教育を受けた者
よりも学校教育におけるコンピュータとの関わりの度合いは高いと考えられる。実際に指導要領施
行前年度の平成 4年 3月末の公立学校へのコンピュータの設置状況は、設置率では小学校 50.2%、
中学校 86.1%、高等学校 99.4%であり、平均設置台数では小学校 3.8台/校、中学校 12.8台/校、高等
学校 40.6台/校であった 25)。さらに平成 10年改訂の学習指導要領に準拠した学校教育を受けた者は、
コンピュータ教育の必修化によって必然的に全員がコンピュータの経験があると考えられる26)。 
 
 2.3.1 学習指導要領準拠グループ別のコンピュータ親密度 
 調査回答者のコンピュータ使用経験を見ると（図 11）、31歳以上と 31歳未満に顕著な差が見られ
る27)。使用経験ありの割合は、31歳以上では 86.7%であるのに対し、22歳以上 31歳未満は 98.9%、





























図 13 学習指導要領準拠グループ別の ICTコア合格/不合格者の割合 
 
 以上のことから、コンピュータ教育が導入される前と後の世代では、コンピュータ使用経験、コ
















 2.3.2 学習指導要領準拠グループ別のスキル習熟度 
 次に各グループのPIAACの 3分野のスキル習熟度について見てみる30)。図 14に示す結果から明ら
かなように、すべての 3つのスキルにおいて 22歳以上 31歳未満のグループの習熟度が最も高かっ
た。31歳以上では 3つのスキル習熟度が比較的まとまって位置している31)のに対し、31歳未満では
読解力と問題解決能力の 2 つと数的思考力との間に習熟度の開きが見られた。また、その差は 22
歳未満でさらに顕著であった。 
 22 歳未満において 3 つのスキル習熟度中で問題解決能力が最も高い習熟度を示していることは、
直近の学習指導要領の内容が問題解決能力の育成に反映されたものと考えられる。一方、数的思考
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図 15 男女別の ICT使用頻度 
 









図 16 仕事外と仕事での ICT使用頻度の差 
 
 2.4.2 年齢差 
 図 17 の年代によるICT使用頻度から、20 歳台半ばに仕事外と仕事での使用頻度が逆転している37) 
ことが見てとれる。仕事外での使用頻度は年齢が上がるにしたがい徐々に低下する傾向にあった。
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図 17 年代による ICTの使用頻度 
 
表 2 就学者/就労者別の ICT使用頻度 
 就学者 就労者 
仕事外 1.79 1.34 
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図 19 学習指導要領準拠グループ別の ICT使用頻度 
 
 同じくICT使用頻度をパーセントで表した数値を図 20に示す40)。16歳以上 22歳未満の仕事での
ICT使用頻度を別としても、仕事と仕事外でのICT使用頻度の分布には明らかな違いが見られる。使
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図 21 回答者グループ別 ICT使用頻度 
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頻度が高かった。また、PBAを受けた者の中では ICTコア不合格者は CBA拒否者よりも ICT使
用頻度が高かった ICTに対する積極性とよく一致している。 













2） 1)同書 P.123 表 2.3.9より、CBAを受けた者は約 62%となる。 







6) 文部省，小学校学習指導要領，平成 10年 12月，大蔵省印刷局，及び、文部省，中学校学習指導要領，平成 10年




8) PIAACの国際的に公開され使用できるデータファイルは次の URLから入手できる。 
http://www.oecd.org/site/piaac/publicdataandanalysis.htm 
9) IEA (International Association for the Evaluation of Eduational Achievement：国際評価学会) は、TIMMS (Trends in 
International Mathematics and Science Study) 等の大規模な国際的調査を実施する機関である。 
10) IEAの DPC (Data Processing and Research Center) が開発し提供する大規模国際調査データ分析用ツール。各国の
調査データ (SPSS データベースファイル) をマージしたり、ウエイトのあるデータに対して統計分析用の SPSS
のシンタックスを出力する。言い換えれば、SPSSを用いて国際調査データを分析するためのツールである。次の
URLから入手可能。http://www.iea.nl/data.html 
11) IBMの統計解析ソフトウェアの製品名 SPSS (エスピーエスエス)。 
12) 1)同書 P.44 表 1.2.1参照。 
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13) 変数 GENDER_Rによる回答者の男女別集計。 
14) 変数 COMPUTEREXPERIENCEによる回答者のコンピュータ使用経験の有無の集計。 
15) 変数 COMPUTEREXPERIENCEと GENDER_Rとのクロス集計の一部。 
16) 変数 CBA_STARTによる選択調査法の集計。 
17) 変数 CBA_STARTと GENDER_Rとのクロス集計の一部。 
18) 変数 CORESTAGE1_PASSの集計及び CORESTAGE1_PASSと GENDER_Rのクロス集計の一部。 
19) 1)同書 P.120のコラムに ICTコアの内容について詳述されている。 
20) 年代区分には 5歳刻みの変数 AGER5LFSを用い、COMPUTEREXPERIENCEとクロス集計した。 
21) 厚生労働省，平成 24年簡易生命表の概況，平成 25年 7月 25日，によれば、男の平均寿命は 79.94年、女は 86.41
年。 
22) 変数 AGER5LFSと CBA_STARTとのクロス集計の一部。 
23) 変数 AGER5LFSと CORESTAGE1_PASSとのクロス集計の一部。 
24) 回答者の年齢を表す変数 AGE_Rを基に、表 1の①から③に該当する変数を定義して以降の分析を行った。ここ
では変数名を仮に H_01, H_10, H_01_10とする。 
25) 文部省，我が国の文教施策（平成 5年度）、表Ⅱ－10－1公立学校へのコンピュータの設置状況（平成 4年 3月
末現在） 






27) 変数 COMPUTEREXPERIENCEと 24)の変数 H_01_10とのクロス集計。 
28) 変数 CBA_STARTと 24)の変数 H_01_10とのクロス集計。 
29) 変数 CORESTAGE1_PASSと 24)の変数 H_01_10とのクロス集計。 
30) 読解力、数的思考力、問題解決能力のスキル習熟度について、24)の変数 H_01_10に基づくグループの平均値を
求めた。 
31) PIAACの 3つのキー・スキルは 500点満点のスケールで表示されるので、3つのスキル習熟度が等しければ同じ
点に位置することになる。 
32) 仕事外での ICT使用頻度について変数 ICTHOME (数値変数) と ICTHOME_WLE_CA (カテゴリ変数)、仕事にお
ける ICT使用頻度について変数 ICTWORK (数値変数) と ICTWORK_WLE_CA (カテゴリ変数) が定義されている。
数値変数については次の注 33)を参照。 
33) 1)同書、P.129表 2.3.13の脚注より、仕事及び仕事外での ICTの使用頻度に関する背景調査の回答を基に、項目
反応理論を用いて推計し、平均を 2、標準偏差 1 の分布に従うよう変換した数字である。下記のような各用途の
ICT使用頻度に関する回答に基づいて算出している。 
  ・電子メール ・表計算ソフト ・インターネットの閲覧  ・ワープロソフト 
  ・インターネットでの売買・取引 ・プログラミング言語の使用  ・インターネットでの会議 
34) 変数 ICTHOME及び ICTWORKの男女別平均値。 
35) 変数 ICTHOMEと ICTWORKの差（仕事外の使用頻度から仕事での使用頻度を引いた値）の男女別平均値。 
36) フィンランド：1,697時間、ドイツ：1,419時間、日本：1,733時間、韓国：2,193時間、アメリカ：1,778時間 (図
表で見る世界の主要統計 OECDファクトブック (2011-2012年版), 明石書店, 2012, P.165) 
37) 変数 ICTHOME及び ICTWORKの年代別平均値。 
38) 変数 ICTHOMEと ICTWORKの差（仕事外の使用頻度から仕事での使用頻度を引いた値）の年代別平均値。 
39) 変数 ICTHOMEと ICTWORKについて、24)の変数 H_01_10に基づくグループの平均値を求めた。 
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40) 変数 ICTHOME_WLE_CA及び ICTWORK_WLE_CAは、使用頻度の順に、未回答か 0%、20%未満、20%-40%、
40%-60%、60%-80%、80%以上の 6段階のカテゴリカルデータである。24)の変数 H_01_10とのクロス集計の結果
を各グループの全体を 100%とした百分率で示した。 
41) 変数 ICTHOME及び ICTWORKと CBA_START及び CORESTAGE1_PASSとのクロス集計の一部。 
42) 変数 ICTHOME_WLE_CA及び ICTWORK_WLE_CAと CBA_START及び CORESTAGE1_PASSとのクロス集計
の一部。 
 
